
県土第０３－ ５５号

令和６年 ６月 １４日

各発注機関の長 様

県土整備部理事

（三重県公共事業総合推進本部副本部長）

建設業法第26条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者及び

監理技術者補佐の取扱い・運用について（通知）

建設業法第26条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者（以下「特例監理技

術者」という。）及び監理技術者を補佐する者（以下「監理技術者補佐」という。）の

配置については、「建設業法施行令の一部を改正する政令等の施行について（通知）

（国不建第176号、令和２年９月30日）」により、特例監理技術者を配置した場合の留意

事項として「公共工事の発注者等は、特例監理技術者が兼務できる工事現場の範囲につ

いて、適切に判断することも必要である。」とされています。このことから、県発注工

事における特例監理技術者の取扱いを、「建設業法第26条第３項ただし書の規定の適用

を受ける監理技術者及び監理技術者補佐の取扱い・運用について（通知）」（令和３年

３月２３日付け県土第０３－２２５号）により運用しているところですが、「三重県建

設工事執行規則の施行に関し必要な書類の様式を定める要綱」の改正に伴い、下記のと

おり定めましたので通知します。

なお、この通知に伴い、令和３年３月２３日付け県土第０３－２２５号は令和６年６

月３０日をもって廃止します。

記

１．次の要件を全て満たす場合は、特例監理技術者を配置することを認めるものとす

る。なお、これ以外に必要な要件がある場合は、発注機関の長が定めることとする。

（１） 予定価格が３億円未満の工事であること。

（２） 工事の技術的難度が高い工事でないこと。なお、技術的難度が高い工事とは、施

工工法、施工条件、周辺環境の調整などを考慮し、発注機関にて決定すること。

（３） 兼務できる工事数は２件までであること。

（４） 低入札工事でないこと。

（５） 24時間体制での応急処理工や緊急巡回等が必要な工事でないこと。

（６） 兼務する工事の場所が特例監理技術者としての職務を適正に遂行できる範囲とし

て、同一建設事務所管内であること。

（７） 公共工事であること。県発注工事に限らず、国・市町など公共機関等の発注工事

も対象とする。



（８） 監理技術者補佐を専任で配置すること。

（９） 監理技術者補佐は、一級施工管理技士補又は一級施工管理技士等の国家資格者、

学歴や実務経験により監理技術者の資格を有するものであること。なお、監理技

術者補佐の建設業法第27条の規定に基づく技術検定種目は、特例監理技術者に求

める技術検定種目と同じであること。

（10） 監理技術者補佐は、入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。

（11） 特例監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な工

程の立会等の職務を適正に遂行すること。

（12） 特例監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。

（13） 監理技術者補佐が担う業務等について明らかにすること。

（14） 現場の安全管理体制について、平成７年４月21日付基発第267号の２「元方事業

者による建設現場安全管理指針」において、「統括安全衛生責任者の選任を要す

るときには、その事業場に専属の者とすること。」とされていることから、施工

体制に留意すること。

２． 特例監理技術者を配置する場合、次の点に留意する。

（１） 特記仕様書の「特例監理技術者の設置」の欄に建設業法第２６条第３項ただし

書の規定（監理技術者（特例監理技術者）の配置）を適用することを記載すると

ともに、追加特記仕様書にて入札参加者に対して条件を明示すること。（別紙

１）

また、入札公告文（別表）で定める技術者の配置可否確認時期に特例監理技術

者等の配置条件を確認すること。

開札時の場合

入札参加者から、企業要件（施工実績）及び配置予定技術者（資格及び施工実

績）届出書（様式第2-1号）に加えて、特例監理技術者等の配置要件を確認でき

る書類（特例監理技術者配置予定届出書（様式第2-2号））（別紙２）を提出さ

せて確認をすること。

契約時の場合

落札候補者から、特例監理技術者等の配置要件を確認できる書類（契約時にお

ける特例監理技術者チェックリスト）（別紙３）を提出させて確認をすること。

チェックリストの確認事項が満足している場合は、現場代理人等通知書・施工計

画書・コリンズ等を提出させること。

（２） 稼働中の工事については、受注者から特例監理技術者の配置について申し出が

あった場合には、「特例監理技術者等にかかるチェックリスト」（別紙３）を提

出させて確認をすること。チェックリストの確認事項が満足している場合は、現

場代理人等通知書・施工計画書・コリンズ等の変更を行うこと。

（３） 特例監理技術者及び監理技術者補佐の配置を行う場合又は配置を要さなくなっ

た場合は適切にコリンズへの登録を行うこと。

（４） 監理技術者から特例監理技術者への変更あるいは特例監理技術者から監理技術



者への変更は、工期途中での途中交代には該当しない。

３． その他

専任の主任技術者の兼務については、監理技術者制度運用マニュアルにおいて

「工事の対象となる工作物に一体性若しくは連続性が認められる工事又は施工にあ

たり相互に調整を要する工事で、かつ、工事現場の相互の間隔が１０ｋｍ程度の近

接した場所において同一の建設業者が施工する場合には、建設業法施行令第27条第

２項が適用」とされているが、本県発注工事では専任の主任技術者の兼務を認めて

いない。

本通知の取扱いについては、令和６年７月１日以降起案にかかるものから適用します。

事務担当 建設業課入札制度班

電話059-224-2723



特記仕様書 （別紙１）



特例監理技術者配置予定届出書 （別紙２）



契約時における特例監理技術者チェックリスト (別紙３)





（参考）建設業法２６条第３項ただし書の規定
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